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22年度入学生から教育課程が新しくなり、
歴史総合の授業が始まっている学校も少な

くない。各学校のカリキュラム編成によるが、次
年度以降は、世界史探究の授業が始まる。そこで
今回は、世界史探究の授業について、資料の活用
という点から考えてみたい。学習指導要領の世界
史探究の目標には「世界の歴史の大きな枠組みと
展開に関わる諸事象について、地理的条件や日本
の歴史と関連付けながら理解するとともに、諸資
料から世界の歴史に関する様々な情報を適切かつ
効果的に調べまとめる技能を身に付けるようにす
る」❶とあり、資料から必要な情報を収集し、活
用する力の育成が求められている。また、「必要
な資料を選択して有効に活用することで、社会的
事象を一面的に捉えるのではなく、様々な角度か
ら捉えることが可能となる」❷ともあり、資料の
活用を通して歴史的事象について多面的に考えさ
せることも重視されている。
さらに、2021年から始まった「大学入学共通テ
スト」の世界史Bでは、従来のセンター試験より
も資料を活用した問題が大幅に増加した。そのた
め、本誌第 2号では問題の傾向について、「資料
を正確に読み取り、学習した知識と結びつけて解
答する思考力を必要とする問題となったため、単
純な暗記だけでは解くことができず、解答を導く
ための時間も増えた」❸と指摘させていただいた。
これらの点をふまえて、新たに始まる世界史探

究の授業においては、積極的に資料を活用する授
業がより一層必要になるのではないかと考え、本
稿のテーマを設定した。一口に資料といっても、

文献・絵画・写真・地図・表・グラフと様々であ
るが、そのすべてについて取り扱う紙面がないた
め、今回は第二次世界大戦の授業における文献資
料の活用という点から授業展開について考えてみ
たい。

授業構想について

本稿の授業は、山川出版社の世界史探究教科書
『詳説世界史』（世探704）をもとに作成した。対象
としたのは、第17章「第二次世界大戦と新しい国
際秩序の形成」第 2節「第二次世界大戦」の大戦の
終結にあたる部分である。
この部分の学習で思考力・判断力・表現力を身
につけることについて、学習指導要領では「諸資
料を比較したり関連付けたりして読み解き、多面
的・多角的に考察し表現することにより、第二次
世界大戦の展開と諸地域の変容を構造的に理解す
る学習が考えられる」❹としている。この点をふ
まえて、教科書に掲載されている資料の比較や読
み解きを中心とした授業展開案を作成した。

導入

はじめに、前回の授業までに学習した内容につ
いて確認するところから始めたい。第二次世界大
戦が勃発してヨーロッパでの戦争が始まったこと、
1940年代になると太平洋戦争が始まる一方でファ
シズム諸国が劣勢になったことを確認する。その
際、教科書の「ナチス゠ドイツの領土拡大」・「第
二次世界大戦（ヨーロッパ戦線）」（p.309、図 1）・
「太平洋戦争」（p.311、図 2）という 3種類の地図
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を活用して、枢軸国と連合国の動きを再度イメー
ジさせたい。

展開

つぎに、ヨーロッパでは戦争と並行して戦後処
理が始まっていた点について考えさせたい。
最初に取り上げるのは、1941年にアメリカ合衆
国大統領フランクリン゠ローズヴェルトとイギリ
ス首相チャーチルによって発表された大西洋憲章
についてである。教科書p.312の本文をみると、「大
西洋憲章は、その後にソ連など26カ国が加わり、
42年 1 月の連合国共同宣言で戦後構想の原則とし
て確認された」と、その特徴が書かれている。今
回は、資料を活用するという観点から、本文を読
んで特徴を知るだけではなく、同ページに掲載さ
れている大西洋憲章の抜粋を読ませたい。

大西洋憲章（1941年、抜粋）
第 2 、両国〔アメリカ合衆国・イギリス〕は、関
係する人民の自由に表明された願望に合致し
ない、いかなる領土の変更も欲しない。

第 3 、両国は、すべての人民が、彼らがそのも
とで生活する政体を選択する権利を尊重する。
両国は、主権および自治を強

ごう

奪
だつ

された者にそ
れらが回復されることを希望する。
第 4 、両国は、現存する義務に対して正当な尊
重を払いつつ、あらゆる国家が、大国小国を

問わず、また勝者敗者にかかわらず、経済的
繁栄に必要とされる世界の通商および原料の
均等な開放を享

きょう

受
じゅ

すべく努力する。
第 6 、ナチスの独

どく

裁
さい

体制の最終的崩
ほう

壊
かい

後、両国は、
すべての国民が、彼ら自身の国境内で安全に
居住することを可能とし、すべての国のすべ
ての人が恐怖と欠乏から解放されて、その生
命を全うすることを保障するような平和が確
立されることを希望する。

 （歴史学研究会編『世界史史料10』）

また、一通り読ませるだけではなく、資料に付
属している「憲章は「十四カ条」をふまえているが、
両者に共通する点と異なる点は何だろうか。また、
憲章は世界にどのような影響を与えたのだろう
か」という問いについても考えさせたい。とくに、
資料を比較する観点から、共通点と相違点につい
ての問いに注目したい。
1918年にアメリカ合衆国大統領ウィルソンが発
表した「十四カ条」との共通点と相違点に気付くた
めには、教科書p.284の「ウィルソンの「十四カ条」
（概要）」を再度読み直すとともに、大西洋憲章の
内容をしっかりと読み取らなければならない。 2
つの資料を比較し、議論させることなどを通して、
大西洋憲章が「十四カ条」を継承しつつも、「十四
カ条」をきっかけとして広まった民族自決の理念
を、すべての人々に適用させようとした点が異な

図 1　第二次世界大戦（ヨーロッパ戦線） 図 2　太平洋戦争



21資料を活用した世界史探究の授業

っていることに気付かせることができれば、資料
を活用した意義があったと考えることができる。
これは、学習指導要領のいう「資料等を適切に用
いて、歴史に関わる事象について考察、構想した
ことを効果的に説明したり論述したりする力、他
者の意見をふまえたり取り入れたりして、考察、
構想したことを再構成しながら議論する力」❺の
育成につながると考えている。
つぎに、大西洋憲章を発表した大西洋会談から

ポツダム会談へとつづく各会談について、出席し
た首脳や協議された内容を「大戦終結までの会
談・宣言」（図 3）❻のように整理しつつ、第二次
世界大戦の終結に向けて授業を展開する。
ここでも、各会談の内容を整理するだけではな

く、資料を活用して理解を深めたい。そこで、と
くに注目させたいのがヤルタ会談である。
ヤルタ会談といえば、教科書にも掲載されてい
る、チャーチル・ローズヴェルト・スターリンの
写真が有名である。この会談で結ばれたヤルタ協
定について、教科書p.312の本文には、「ドイツ処
理の大綱や、秘密条項としてドイツ降伏後 3カ月
以内のソ連の対日参戦などを決めた」と書かれて
いる。当時、日本とソ連は日ソ中立条約を結んで
おり、ヤルタ協定にもとづくソ連の対日参戦は日
ソ中立条約の規定に反する行為である。それを可
能としたヤルタ協定には、ソ連の対日参戦につい
てどのように書かれているのか、資料を読み解き
ながら理解させたい。そこで、今回の教科書から
掲載が始まった 2次元コード（図 4）を活用した
い。
『詳説世界史』の教科書には29カ所の 2次元コー
ドがあり、これを利用することでインターネット
を使用した学習ができるようになっている。ヤル
タ協定の掲載内容をみてみると、以下のように書
かれている。

図 4　 2次元コード

図 3　大戦終結までの会談・宣言

ヤルタ協定
ソヴィエト連邦、アメリカ合衆国およびイギリ
ス三大国の指導者たちは、ドイツが降伏しヨー
ロッパにおける戦争が終結したのち、 2ないし
3カ月後にソヴィエト連邦が以下の条件により
連合国の側に立って対日戦争に参加すべきこと
に合意した①。
第 1条　外モンゴル（モンゴル人民共和国）の現
状は維持される。
第 2条　1904年の日本による背信的攻撃によっ
て侵害された旧ロシアの諸権利は回復されなけ
ればならない。すなわち、
（a）南サハリンおよび隣接島嶼はソヴィエト連邦
に返還されるべきである。
（b）大連商業港は国際化され、ソヴィエト連邦の
優越的な利益が保障され、旅順口の租借権がソ
ヴィエト社会主義共和国連邦の海軍基地として
回復されなければならない。
（c）中東鉄道（東清鉄道）および大連への出口とな
る南満洲鉄道は中ソ合弁の会社によって共同で
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長めの資料ではあるが、実際に内容を読ませるこ
とで、教科書の「ソ連の対日参戦などを決めた」と
いう部分について、ソ連の要求内容が具体的であ
ったことに気付かせることができる。また、生徒
が読み取ったソ連の要求内容について、発問を通
して表現させる方法も考えられる。

まとめ

まとめとして、第二次世界大戦は第一次世界大
戦と比較してどのような違いがあったのかを考え
させたい。ここでは、教科書p.313の「大戦の特徴
と結果」の内容を生徒に熟読させたうえで議論さ
せ、相違点をみつけるのが効果的だと考えている。
生徒は相違点として、第二次世界大戦は、①フ

ァシズムと民主主義の戦いであったこと、②アジ
ア・太平洋地域も主戦場の 1つとなったこと、③

運営されなければならない。その際、ソヴィエ
ト連邦の優越的な利益が保障され、中国が満洲
における完全な主権を享受することとする。
第 3条　クリル諸島（千島列島）はソヴィエト連
邦に引き渡されなければならない。
外モンゴルおよび上記の諸港湾、諸鉄道に関す
る合意は蔣介石大元帥の同意を必要とする。〔フ
ランクリン゠ローズヴェルト〕合衆国大統領はス
ターリン元帥からの助言に基づいて同合意を得
るための諸措置を講ずる。
三大国首脳は、日本の敗北後、ソヴィエト連邦
のこうした諸要求が確実に実行されるべきこと
に合意する。
ソヴィエト連邦の側からは、中国を日本の支配
から解放する目的で同国に軍事力による援助を
提供するため、ソヴィエト社会主義共和国連邦
と中国の友好同盟条約を中国国民政府との間で
締結する意向を表明する。
 （歴史学研究会編『世界史史料10』）
①ヤルタ協定は1945年 2 月に成立したが、アメリカ
合衆国から日本へ公表されたのは、終戦後の翌46年
2 月であった。

核兵器をはじめとする兵器の能力が向上したこと
の 3点を読み取ることができるはずである。その
上で、これらのことが大戦後の世界にどのような
影響をもたらしたのかという点も生徒に考えさせ、
つぎのような結論に導きたい。①については、連
合国が勝利したことで民主主義が拡大していくこ
と。②については、ヨーロッパ諸国の国際政治上
の比重が低下する一方で、アジア諸地域のナショ
ナリズムが高まっていくこと。③については、核
兵器が使用されたことにより、核戦争の脅威が高
まったこと。以上 3点である。
そして最後に、第一次世界大戦時と同様に、総

力戦体制の一翼を担った女性に対して参政権が与
えられるなど、大戦後に両性の同権化が進んだこ
とにも気付かせ、次回以降の戦後世界の学習につ
なげたい。
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